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情報技術の進展とともに「情報リテラシー」の重要性が高まっている。情報リテラシーとは米国で唱え
られ始めた概念だが，日本では類似概念として「情報活用能力」が 1980 年代に始まる教育改革以後，教育
政策においてその育成が積極的に検討されてきた。ただしその概念は，米国の図書館界が中心になって作
り上げた「情報リテラシー基準」ほど一定の概念が確立しているわけではなく，学校図書館との関係も必
ずしも明確にうたわれていない。しかし学校図書館は，組織化された資料群と専門スタッフを備えた学校
内情報センターであり，情報社会を生きぬくための基本的能力としての情報リテラシーを育成するのに最
適の場である。学校図書館への社会的，公的措置が強く求められる。 
 
 
１ 情報リテラシーとは 
1.1  情報社会の進展と情報リテラシー 
近年，インターネットなど情報ネットワークの整
備・普及と各種情報のデジタル化の急速な進展が続
いている。コンピュータや携帯電話，情報端末が普
及し，電子メールやホームページが日常の話題にな
って久しい。国・地方の活性化を図る電子政府・電
子地方自治体構想や，産業高度化，新しいビジネス
モデル展開などの話題が周辺にあふれかえっている。 
 このような情報基盤整備の進展を背景として，情
報技術を使いこなす能力やデジタル情報技術を使用
したコミュニケーション能力の必要性が強く主張さ
れ始めた。また量的にも質的にも拡大し多様化し続
ける情報群１）から必要な情報を選択し，読み解き， 
 
 
 
 
活用する能力の必要性も叫ばれ始めている。これら
を総じて「情報活用能力」「情報リテラシー」として，
その育成が注目されている。 
本来，リテラシーとは，人間が自己を取り巻く世
界と向き合い，世界を解釈・理解して，よりよく生
きていくための能力をさす。具体的には文字の読み
書き能力を意味してきた概念であるが，情報社会を
迎えて，その中で生き抜いていくための基礎的で必
須の能力という意味合いで使用されることが多くな
ってきた。 
情報社会におけるリテラシーについては，個々が
情報社会の一員として社会と向き合い，より深く社
会を理解するために，情報の取得，評価と取捨選択，
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力として，人の育成課程を考えたい。それはまた，
生涯学習時代における自己学習・自己教育力の確保
と人の生涯を通した不断の自己学習にも継続してい
くものである。 
その意味で，情報リテラシーとその育成，情報セ
ンターとしての図書館との関わりは生涯の長きにわ
たって考えられなければならない。ただし本稿では，
生涯学習の第一幕として重要な役割を持つ初等・中
等教育期に児童生徒の身近にある学校図書館に限定
して，情報リテラシーとの関係を考察する。 
 
1.2  米国における情報リテラシー教育 
 情報リテラシー概念については，すでにその歴史
的経緯や研究動向をレビューした先行研究がある２）。
それらによると，1974年の米国の図書館及び情報学
に関する国家委員会（NCLS）への報告書の中で情報
産業協会会長ツルコフスキーが「Information 
Literacy」（情報リテラシー）という言葉を最初に用
いたとされる。その概念は当初から情報を何らかの
課題解決に有効に活用する能力として捉えられてい
たものの，あくまでもその適用範囲は仕事･職場に限
定されていた。 
しかし次第に仕事との関連は薄れ，1980年代半ば
になると情報リテラシーは情報社会に必要な能力で
あるという認識が普及し，多くの図書館関係者が情
報リテラシーの考え方を取り込んだ新しい利用者教
育について論じるようになった。そして，1989年に
は米国図書館協会(ALA)の最終報告書で，これからの
情報化社会において情報リテラシーはすべての人に
とって生きていくために必要な能力であり，情報リ
テラシーによって生涯学習が可能になるとした3）。 
 さらにこの報告書では，情報リテラシー育成のた
めの教育分野のための提言も行っている。そこでは，
学校・大学の両方において，今までの受動的な学習
モデルではなく，実社会の情報資源を活用した能動
的･総合的な新しい学習モデルが必要であるとした。 
 情報リテラシーという概念はこうして米国図書館
協会の報告書によって大きな関心を集め，全米教育
協会（NFIL）などの活動により，すべての段階での
教育において情報リテラシー教育に関する関心が高
まっていった。 
1988年には，アメリカン・スクール・ライブラリ
アン協会が教育コミュニケーション工学協会ととも
に『Information Power: Guidelines for School 
Library Media Programs』を出版する（邦訳：「イン
フォメーション・パワ  ー 学校図書館メディア・プ
ログラムのガイドライン」）４）。ここでは，「利用者
が賢い情報の使い手，優れた情報の創り手となるよ
うな学習経験に提供すること」をその学校図書館メ
ディア・プログラムの目標の一つとして掲げ，児童・
生徒，教員，親たちによる情報資源への物理的なア
クセスと知的アクセスとの促進を学校メディアセン
ターの大きな目標とした。 
さらに1998年には，改訂版『Information Power: 
Building Partnerships for Leadership』を刊行(邦
訳：『インフォメーション･パワー：学習のためのパ
ートナーシップの構築』)。「情報を見つけ，利用す
る能力，すなわち情報リテラシーは生涯学習の要石
である」として，「生徒の学習のための情報リテラシ
ー基準」として９つの基準を掲げた。各基準にはそ
れぞれ指標と達成レベルも記されており，21世紀に
おける学習コミュニティの創造的参加者としての児
童・生徒の育成と学校メディアセンターの役割が強
調されている。 
以上のように米国では「インフォメーション・リ
テラシー」として，学校においては学校図書館を場
として，授業進行の中で推進されてきた。特に1980
年代後半以降のコンピュータの普及，ネットワーク
化の進展の中で，学校図書館の対象資料が図書，雑
誌・新聞などの紙媒体資料から，電子媒体資料を含
むさまざまなメディアに拡大して学校図書館メディ
アへと変貌を遂げてきたのと同じくして，さまざま
なメディアを取り扱い，これらを探索し評価・活用
する能力＝インフォメーション・リテラシーを育成
するメディアセンターとして，学校図書館はその活
動を展開している。 
 
1.3  日本の教育施策と情報活用能力 
翻って日本の場合をみてみると，必ずしも「情報
リテラシー」が米国と同じように一定の概念で確立
しているとはいいがたい。 
たとえば，インターネットの日本語検索エンジン
で「インフォメーション・リテラシー」と「情報リ
テラシー」それぞれの言葉を検索キーにして検索を
行ってみる。本来，情報リテラシーを英語に直訳す
れば，情報はインフォメーション(information)であ
るから，インフォメーション・リテラシー
(information literacy)となり，語義的には同じ意
味のはずであるが，二つの語彙の使用実態にはかな
りの相違が見られる。 
例えば，日本語サイトに限定して検索エンジンで
Webページ検索を行なった場合，「インフォメーショ
ン・リテラシー」の場合は特に先述の図書館や学校
図書館関係ページで，情報の探索や活用方法－すな
わち，先に見てきた，米国における「情報リテラシ
ー」育成－を中心にした，図書館における実践に関
するページが多く検索される。一方，キーワード「情
報リテラシー」での検索結果は大学・短大等で実施
されている情報の基礎教育関係が中心であり，「情
報基礎」関係授業のシラバスなどが大半を占めてい
る。 
このように，先述の米国で発展した情報社会を生
きるための基礎的能力としての「情報リテラシー」
は，日本においては，「情報活用能力」として論じら
れてきた６）。 
 日本で「情報活用能力」の育成についての観点が
示されたのは，1980年代からの教育改革の流れの中
で創設された，臨時教育審議会（1984.9～1987.8）
と教育課程審議会(1985.9～1987.12)及び情報化社
会に対応する初等中等教育の在り方に関する調査協
力者会議（1985.1～1990.3）での検討を経てからで
ある７）。 
これは，臨教審発足前の第13期中央教育審議会に
おいて「自己教育力」育成の必要性が叫ばれたこと
から始まる。「自己教育力」８）とは社会の変化に主体
的に対応する能力ともいうべきもので，学習への主
体的な意志を重視し，主体的に判断ができるような
能力や態度を育成するための問題解決的学習などが
強調されており，情報活用能力もその一端をなすも
のとして重視された。 
1987 年の臨時教育審議会第二次答申は，「情報お
よび情報手段を主体的に選択し活用していくための
個人の基礎的資質」を「情報活用能力」と提示する。 
そして1990年には情報教育の在り方，学習指導要
領（1989 年改訂告示）で示された情報教育の内容，
情報手段の活用，コンピュータ等の条件整備の在り
方，特殊教育における情報教育，教育研修の在り方
などについて解説した「情報教育に関する手引」が
刊行された。その中で，「情報活用能力」の内容とし
て，1)情報の判断，選択，整理，処理能力および新
たな情報の創造，伝達能力，2）情報化社会の特質，
情報化の社会や人間に対する影響の理解，3）情報の
重要性の認識，情報に対する責任感，4）情報科学の
基礎および情報手段（特にコンピュータ）の特徴の
理解，基本的な操作能力の習得，の４つを定義して
いる。この手引は情報教育に関する基礎的な資料と
して活用された。 
1996 年には中央教育審議会第一次答申において，
「生きる力」の育成が基本であることを踏まえて，
「体系的な情報教育の実施」の提案がなされた。こ
れを受けて，翌1997年には「情報化の進展に対応し
た初等中等教育における情報教育の推進等に関する
調査研究協力者会議」が設置された。 
同協力者会議は，情報教育の目標体系について，
初等中等教育において育成すべき情報活用能力を 3
領域に再構成して次のように示している。 
 
1)情報活用の実践力(技術的側面の情報リテラシ )ー 
課題や目的に応じて情報手段を適切に活用す
ることを含めて，必要な情報を主体的に収集・
判断・表現・処理・創造し，受け手の状況など
を踏まえて発信・伝達できる能力。 
2)情報の科学的な理解(情報の探索，評価，活用，発
信のスキルの確保) 
情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解
と，情報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評
価・改善するための基礎的な理論や方法の理解。 
3)情報社会に参画する態度(情報の文化・社会・経済
的な伝達と人間社会・個人に及ぼす影響) 
社会生活の中で情報や情報技術が果たしてい
る役割や及ぼしている影響を理解し，情報モラル
の必要性や情報に対する責任について考え，望ま
しい情報社会の創造に参画しようとする態度。 
 
これらは 2003 年度より実施されている新学習指
導要領９）において新しく導入された高等学校普通科
の情報科3種類（情報A，情報B，情報C）に対応し
ている。 
また，新学習指導要領では，中学校においても技
術･家庭科で「情報とコンピュータ」を必修とするこ
と，小中学校･高等学校の各教科および新設された総
合的な学習の時間でコンピュータや情報通信を活用
することも盛り込まれた。 
 
２ 情報リテラシーと学校図書館 
日本における「情報リテラシー」の育成について，
根幹に据えるべき能力･姿勢に米国の場合と根本的
な相違があるわけではない。しかし先述したように，
実際の場面において，日本では「情報リテラシー」
はコンピュータ・リテラシーに限定された概念をさ
すことが多いのが事実である。「情報」といえばコン
ピュータやネットワーク技術に重点を置く考えが根
強く，印刷資料を中心に情報の選択や利用について
の能力育成を志向してきたはずの図書館利用教育と
の関係について必ずしも十分な概念の一致をみてい
るわけではない10)。その結果，「教育の情報化」プロ
ジェクトが学校図書館とは必ずしも関連づけられな
いまま進められたり，教科「情報」や中学校の「情
報とコンピュータ」が情報の活用という，根本では
学校図書館と重複する目的があるにもかかわらず，
図書館利用についての言及が少ない 11)，などの現象
があらわれている。 
2002 年に発表された｢情報教育の実践と学校の情
報化 新「情報教育に関する手引」｣でも，メディア
リテラシーについてはコラムで取り上げて，メディ
アからの情報を批判的に読み解くことの重要性をう
たっているが，全体を通して「情報」として想定さ
れている多くはコンピュータやネットワークを介し
てのデジタルな情報であり，図書館が主な蔵書とし
て所蔵している従来の印刷資料などの情報手段への
言及は多くはない。 
さてここで，情報社会を生きる能力としての情報
リテラシーとは何か，学校図書館の観点から考えて
みたい。 
学校教育を行う場である学校には，「欠くことの
できない基礎的な設備」(学校図書館法第 1 条)とし
て学校図書館を設置することが法律で義務づけられ
ている(同法第3条)。 
学校図書館は図書，視聴覚教育の資料その他学校
教育に必要な資料(「図書館資料」)を収集，整理，
保存し，児童・生徒や教員に提供する設備である。
「図書館」の名称からも明らかなように，図書や雑
誌・新聞などの印刷資料を中心にしてその「蔵書」
を構築し，提供してきた。そしてこれ以外の資料は
各教科に対応して，科学模型や標本は理科室で，美
術教材，音楽資料，歴史教材などはそれぞれの教科
室や演習室などで，それぞれ分散して保管・利用さ
れてきた。またこれとは違った再生設備，機器類と
の関係から，視聴覚教材，放送教材，コンピュータ・
ソフトウェアなどは，それぞれ視聴覚室，放送室，
コンピュータ室などで管理されていることもある。
また，インターネットを介して受容・発信されるネ
ットワーク情報資源などは，狭い意味での「収集」
や学校図書館の「蔵書」という考えには必ずしも馴
染まないかもしれない。 
 しかし，学校という場の教育的な観点からすると，
その記録媒体や伝達方法，再生手段などによって違
いはあるものの，その内容(コンテンツ)や伝えよう
とする情報を児童・生徒や教員という利用者に提供
するという側面からみれば，これらの各種資料，教
材の相違は二義的なものといえよう。むしろ，これ
らの各種メディアは，学校において展開される教育
課程や児童・生徒の自主的活動の必要性や要求に応
じて，柔軟に組み合わせて利用できることが望まし
い。米国の学校図書館がリソース・センター
(resource center)やスクールライブラリー・メディ
アセンタ (ーschool Library media center)などと呼
ばれ始めている影響もあって，日本でも積極的な意
味から「学校図書館資料」は，「学校図書館メディア」
と呼ばれるようになってきている。 
 
 ところで学校図書館メディアをはじめとする情報
メディアの理解には次のような 3 つの位相が考えら
れる(図1)。  
1)基礎技術層 
基礎技術層は技術的な側面であり，アナログメデ
ィアやデジタルメディアの種別や特性，情報の技術
的蓄積手段やその媒体，再生手段，および流通など
を基礎において，コンピュータやネットワークに関
する操作や使いこなし，理解に関する層である。 
基礎技術層 
メディアコンテンツ層 
情報リテラシー層 
批判的解釈/受容 
社会的伝達/評価確立 
実現手段の提供/制約
図1  情報メディアの理解に関する３つの位相
(2)メディアコンテンツ層 
第二層のメディアコンテンツ層は，メディアにお
ける「メッセージ」の伝達特徴や解釈，理解や双方
向の表現に関わる層である。例示的に述べれば，1991
年の湾岸戦争において，「カモメの映像」の社会への
インパクトとその後の報道メディアへの厳しい批判
の流れを想起されたい。 
(3)情報リテラシー層 
第三の情報リテラシー層は，多様なメディアにお
いて展開される情報そのものの活用能力に関係して
いる。ここで情報とは，先のメディアコンテンツ層
において，さまざまなメディアによって届けられる
文字，音声，画像などの記号を意味している。これ
が，狭義の「情報リテラシー」「情報活用能力」と呼
ばれているものと関係している。 
これら３つの層はいずれも独立して存するのでは
なく，下層の能力が上層を規定し，また上層が下層
に制約を与えるという関係がある。たとえば，コン
ピュータの操作法を知らなければ（あるいはインタ
ーネット接続の環境がなければ），コンピュータを介
してインターネットに流れる情報（コンテンツ）を
入手することができず，その情報を活用することも
できない。が，インターネットにアクセスする能力
を備えれば入手できる情報の選択肢が増え，より多
い情報から選択する能力が育成される機会が増える。 
一方で，たとえば「百聞は一見に如かず」の諺ど
おり，見たり触ったりできる事物についてすべてこ
とば（文字列）に置き換えることは困難を極める。 
そこで電子媒体を用いて図･絵で示そうと思えば，
ドローイングソフトの操作をマスターするかあるい
はスキャナーの使用法を知る必要が出てくる。すな
わち，コンテンツがそれを利用するのに必要な能力
を決める現象がある。しかし，技術の開発と社会的
受容や社会制度そのものの組み替えなどについては，
本質的な要素ではないことは強調しておきたい。例
示するならば，古の電話とアマチュア無線(ラジオ)
の開発目的とその受容変化をあげておく。 
いずれにせよ，これら３つの層の相乗作用を理解
した上で，広義の「情報活能力」，「情報リテラシー」
の形成への目標，戦略が明確なタイムスパンのもと
に企画する必要がある。 
 
なお，近年「メディアリテラシー」という言葉も
注目を浴びている。新聞を題材としてそれを読み解
き活用することは，すでに学校現場を舞台に NIE
（Newspaper in Education）活動として積極的な取
り組みが行われてきた。加えて，テレビ番組・CMな
どの放送メディアからの情報についてもそれらを批
判的に読み解く活動が，市民団体を中心に活発化し
ており，教育分野では国立教育政策研究所が中心と
なってその教育への適用が試みられている。 
これまで「メディアリテラシー」は新聞やテレビ
放送などどちらかといえばマスメディアからの情報
に限定して論じられてきた。しかし，例えば国立教
育政策研究所は「新聞･テレビなどの従来のメディア
だけでなく，携帯電話，インターネットなどの新し
いメディアの広範囲な普及に伴いメディアにアクセ
スし，活用し，多くの情報を取捨選択し，自らも情
報発信するための新しい学習能力，すなわち「メデ
ィア･リテラシー」の習得が重要な生きる力となって
くる。」12)としている。こうなれば，メディアリテラ
シーと情報リテラシー・情報活用能力との差異は必
ずしも明確ではない。 
実際，メディアリテラシーと情報リテラシーとの
関連については，いくつかの論考があり定見はない
13)。｢情報｣や｢メディア｣という言葉自体の幅の広
さ・不確定性，あるいはメディア自体がマスメディ
アとそれ以外に二分できなくなってきたという変化
の影響も大きいと考えられる。本稿ではメディアか
らもたらされる「情報」を活用する能力は，「情報リ
テラシー」「情報活用能力」として，コンピュータ・
リテラシー，(従来のマスメディア情報を主対象とし
た)メディアリテラシーなども含んだ広い概念と考
えたい。これは技術的な操作能力や理解を基盤にし
て，マスメディアも含むさまざまなメディアコンテ
ンツにアクセスし読み解き活用していく総合的･包
括的な能力である。 
３ 情報リテラシー育成のために 
 
 われわれは日常の生活の中でも，仕事の上でも新
聞，雑誌を読み，ラジオを聞き，テレビを見て情報
を得ている。また，インターネットの検索エンジン
やリンク集から求める情報のホームページを探した
りする。しかしこれらの情報は，それを発信してい
る個人や組織が取捨選択を行い，加工された情報で
ある。この意味でほとんどの情報は，決して素材そ
のものという「なま」の状態ではなく，社会的，文
化的，経済的な意図で選択され，編集されている。
そしてわれわれはこのようにさまざまなメディアを
媒介とした情報をもとに，自分の意見を定め，判断
を行い，行動，活動を決めている。 
表現(記号)の実現/頒布手段 
児童・生徒においても，こうしたメディア社会の
中で生きていることに変わりはない。日々の生活の
中でさまざまなメディアにアクセスし，そのメッセ
ージを読み解き，自らの行動を自主的に律していく
ことは，情報リテラシーの基本である。児童・生徒
において情報化社会を理解し，社会に働きかける力
を持っていくことをますます必要とされている。こ
れは自己がよりよく生きていくための力であり，情
報活用能力と学習の基本的な関係でもある。 
情報活用能力育成のポイントは以下のようにまと
められる。これらはいずれもが関連しあって向上す
るものである。 
1)多様な記号と道具を操作する 
人間は他人とコミュニケーションを行うのに，さ
まざまな記号を使用する。音声や身振り(ボディーラ
ンゲージ)，文字，図表，写真，音楽など多様な記号
を操作して，自分の意思を伝え，他者の表現を受け
取っている。また，これらの記号によって構成され
たコンテンツ(メッセージ内容)の多くは，なんらか
のメディアに記録して伝達される。紙に鉛筆や筆で
書くこともあれば，録音，撮影などによって記録す
ることもある。また，インターネットでの電子メー
ルやホームページの作成などを使用することもある。 
こうした記号の組み合せと道具の操作は，無意識
にできるようになる必要がある。前者の記号使用能
力は，いわゆる読み書きの範囲である。後者の道具
の操作とはコミュニケーションに必要な機器をどの
ように扱い操作するかということである。例えば携
帯電話のボタンを押すのは，会話であれ電子メール
であれ，相手とのコミュニケーションのためでしか
ないが，ボタンの操作法を知らなければコミュニケ
ーションはできない。また操作に一定の慣れを持た
ないと肝心のコミュニケーション以前に操作自体に
気をとられてしまうことになる。 
技術の進歩とともに機器の操作能力も更新が求め
られるが，更新速度が高まっているのが今日の特徴
といえよう。 
2)必要な情報を探索し，選択を行う 
情報はさまざまなメディアの中に分散して存在し
ている。分散した膨大な情報の「海」の中から，求
める適切な情報を得る必要がある。そのためには，
自分の情報要求を整理し，どのような情報を今必要
としているのかを考え，整理することが最初である。
次に，その情報を得るためのメディア媒体の選択や
その情報にたどり着くために探索を行う。図書館の
書架をブラウジングする，目録を検索する，インタ
ーネットで調べるなどの選択が必要となる。次には，
選んだ方法の利用法がある。書架のブラウジングで
は書架列の排列や各種サインの理解が欠かせないし，
目録検索の知識や検索エンジンの使用に習熟するこ
とも求められる。 
3)メディアの特質の理解と情報の批判的な咀嚼 
メディアを通じて伝達される情報は，社会的・文
化的・経済的な意図のもとに，選択，加工，編集が
施されていると述べた。また，新聞，雑誌，図書，
ビデオなど個々のメディアによって，同じテーマを
取り上げてもその構成が異なり，人間に対して働き
かける方法も違っている。こうしたメディアの特性
を理解し，併せて，それぞれのメディアを通して伝
達される情報(コンテンツ)の批判的な咀嚼が必要で
ある。 
4)理解，整理したことをまとめ，表現する 
上のメディアの特質の理解と情報の批判的な咀嚼
と反対方向のベクトルである。誰に伝えるのか，情
報内容から判断して適切なメディアは何か，メディ
アの上でどのように表現をすればよいのか，などさ
まざまなレベルの要素を取捨選択し，表現を行う力
である。 
5)コミュニケーションと「場」の創造 
表現された知識は他者に伝達され，解釈されて始
めて意味を生み出す。そこでは静的な情報ではなく
互いに解釈し，受容と反発を伴うコンミュニケーシ
ョン過程において動的な情報の消費と生成が行なわ
れる。こうした「場」の創造にかかわり得るコミュ
ニケーション能力が求められる。 
 
ところで，「情報リテラシー」「情報活用能力」の
育成には，多様な情報にアクセスできる環境と，そ
れを支援する人的サポートが不可欠である。学校図
書館メディアは，図書、新聞・雑誌，パンフレット，
視聴覚資料，デジタル資料，インターネット情報源
などさまざまなメディアが組織化されて利用を待っ
ている。また，司書教諭や学校司書など専門スタッ
フによる支援もある。多様なメディアにアクセスし
選択してそれを読み解く力を育むこと，すなわち「情
報活用能力」の育成に，学校図書館は最も適した場
なのである。 
 学校図書館はそのような存在であることをめざし
たメディア構築や人的配置が考慮されなければなら
ない。専門職である司書教諭・学校司書は，児童･
生徒の情報活用能力教育にかかわる重要な役割を持
っていることを認識してメディアの選択や組織化，
調べ学習や総合的な学習の支援を行い，学校図書館
を運営していく責務を持つ。 
 学校図書館法が 1997 年に改正され，1953 年の制
定時に｢当分の間｣おかれなくてもよいとされた司書
教諭について，2003年4月からその配置が義務化さ
れた（ただし12学級以上の学校）。また，2003年12
月の指導要領改訂で総合的な学習の時間に学校図書
館を活用する，という文言が付け加えられた14)。 
予算面でも，学校図書館整備計画（小中学校のみ）
に基づき，学校図書館の充実が企図されている。 
しかし，全国学校図書館協議会の調査(2003 年 12
月) 15)によれば，2004 年度に地方交付税の単位費用
積算に基づいて図書費を予算化する予定の自治体は，
17.2％にとどまっている。 
また「人」の問題にしても，司書教諭は配置され
たものの11学級以下の学校(小学校は全体の51.3%，
中学校 53.9%，高等学校全日制 20.0%)16)は依然とし
て任意であること，充て職で減免措置も少なく（担
当時間の軽減を図るとしたのは2003年で10%前後に
過ぎない 17））司書教諭配置の効果がどこまで見込め
るかに疑問の声もある。 
児童生徒の学習環境を整えるのは社会全体の責務
である。情報リテラシーは情報社会を生き抜いてい
くために不可欠な基本的能力であるという認識を高
めて，その育成を行うのに最も適した身近な機関で
ある学校図書館に対し，より一層の社会的関心が求
められる。 
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